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既設機器と新設機器を並行運用する際の仮移設歩掛等の取扱いについて 
 
 標記について、下記のとおり取り扱われたい。 
 

記 
 
１．運用内容 

既設機器（撤去対象）を仮移設（※）し、新設機器の設置及び調整を完了するまでの

間、一時的に並行運用する場合の積算については、以下のとおりとする。 
※仮移設とは近距離に移設する場合をいう。 
①設置歩掛 
・既設機器（撤去対象）に係る歩掛 
  仮移設時：既設機器の固定解除、仮移設先へ移動、機器の仮固定作業を対象に、 

「撤去（再使用）」の場合の歩掛を計上 
  撤 去 時：撤去機器が再利用予定の場合は「撤去（再使用）」の歩掛、撤去機器を

再使用しない場合は「撤去（不使用）」の場合の歩掛を計上 
・新設機器に係る歩掛 
  新 設 時：新設機器の設置を対象に「新設」の場合の歩掛を計上 

 
  ②調整歩掛 
  ・既設機器（撤去対象）に係る調整歩掛 



 

    仮移設時：原則、総合調整に係る調整歩掛を計上 
  ・新設機器に係る調整歩掛 
    新 設 時：新設機器の設置を対象に「新設」の場合の調整歩掛を計上 
 

③機器管理費 
・既設機器（撤去対象）に係る機器管理費 
  仮移設時：機器管理費の対象としない 
  撤 去 時：機器管理費の対象としない 
・新設機器に係る機器管理費 
  新 設 時：機器管理費の対象とする 

 
２．対象案件 

令和３年４月１日以降に入札公告を行う案件 
 
３．特記仕様書記載例 
  仮移設を行う設備は以下のとおり。 
   ・○○設備 
 
４．留意事項 

・仮移設に伴い、新たにケーブル等の配線作業が生じる場合、別途計上すること。 
・既設機器において使用していたケーブル等を仮移設時にも使用する場合は、「撤去（再

使用）」に含まれるものとする。 
・なお、本件については、土木工事標準積算基準書（電気通信編）等の運用にも記載

しＨＰで公表するので、留意頂きたい。 
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【計算例】 ダム・堰放流設備制御装置設置工（情報伝送処理装置）の場合

条件①：歩掛
据付（人/架） 技術者 技術員
情報伝送処理装置 1.0 2.0

単体調整（人/台） 技術者 技術員
情報伝送処理装置 1.0 ー

総合調整（人/式） 技術者 技術員
通信機能確認調整 2.0 ー

条件②：既設機器は再使用しない

○計上される歩掛
技術者 技術員

既設機器
 仮移設時
  撤去（再使用） 1.0 2.0
  総合調整 2.0 ー
 撤去時
  撤去（不使用） 0.5 1.0
新設機器
 据付時
  据付 1.0 2.0
  単体調整 1.0 ー
  総合調整 2.0 ー
合計 7.5 5.0


